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研究概要  

１．序  

 IPCC第4次評価報告書 (2007)でも指摘されているように、人為的な二酸化炭素 (CO2)等の温室効果

ガスの排出による地球温暖化はすでに進行しつつある。この地球温暖化を抑制するための国際的枞

組みである京都議定書が、2005年2月に発効し、第一約束期間である2008年～2012年における排出

削減目標の達成に向けて、議定書を批准している先進国は積極的に対策を進めている。しかし、こ

の地球温暖化問題への取組みは、京都議定書の短期的な取組みのみで片が付くような容易な問題で

はなく、途上国も含めたすべての国について、第2約束期間以降における中長期的な炭素管理への

取組みを検討する必要があり、将来を見据えた科学的な検討を今から準備しておくことは重要であ

る。平成14年度から5年計画で始まった環境省初の戦略研究課題である本研究課題は、アジア地域

における陸域生態系の炭素収支に関連して、正にその狙いを持って開始された研究プロジェクトと

して位置づけられるものである。  
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２．研究目的  

  本プロジェクトは、推進費における初の戦略研究プロジェクト（S課題）として、平成14年度か

らの5年計画（第 I期、平成14～16年度：第 II期、平成17～18年度）として始まったものである。こ

の研究プロジェクトの大きな狙いは地球温暖化の主因である大気CO2濃度上昇の抑制を目指して、

特にアジア陸域生態系における炭素収支変動の実態を統合的に明らかにすることにある。本プロジ

ェクトでは、下記4つのテーマのもとに研究を推進してきた。  

・テーマ I 「ボトムアップ（微気象・生態学的）アプローチによる陸域生態系の炭素収支解析に

関する研究」  

テーマリーダー：山本晋（岡山大学大学院環境学研究科）  

・テーマ II 「トップダウン（大気観測）アプローチによるメソスケールの陸域炭素収支解析」  

   テーマリーダー：町田敏暢（国立環境研究所）  

・テーマ III「アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と21世紀の炭素管理手法の検討」  

   テーマリーダー：甲山隆司（北海道大学大学院地球環境科学研究科）  

・テーマ IV 「プロジェクトの統合的推進と情報の共有」  

   テーマリーダー：及川武久（筑波大学大学院生命科学研究科）  

 上記4つのテーマの内、 I～ IIIのテーマは野外での観測研究とリモートセンシングや陸域生態系モ

デル研究を有機的に統合化する課題となっている。  

テーマ IVでは、 I～ IIIのテーマで得られた研究成果を集積し、東アジア地域の陸域炭素収支の定

量化に向けた統合的な解析を行う。解析にあたっては、地点観測による生態プロセスの情報と、大

気観測によるトップダウンアプローチの解析結果を検証データとして併用し、これにリモートセン

シングにより作成された高解像度・高頻度の情報を入力することで、陸域生態系モデルを最大限に

高精度化した「システムアプローチ」を構築した。そのためには、各テーマ研究者間の情報共有が

円滑に行われることが必須であり、S1プロジェクト参加研究者を対象としたS1プロジェクトデータ

ベース（S1-DB）のハード・ソフト両面での整備を実施した。  

 

３．研究の方法及び結果  

テーマⅠ ボトムアップ（微気象・生態学的）アプローチによる陸域生態系の炭素収支解析に関す

る研究  

 東アジアは、シベリアの亜寒帯林から東南アジアの熱帯林まで多様な生態系を有している。亜寒

帯、温帯、熱帯別にサイトを選定し、微気象学的方法による森林・草地・農地のCO2フラックス観

測と、チャンバー法による土壌呼吸・植物呼吸・光合成等の主要な炭素循環プロセスを、統一的手

法かつ通年の観測を行った。これに加えて、重点観測サイトでは、植物現存量、枯死脱落量、年間

成長量、炭素・酸素安定同位体比、分光測定によるフェノロジー変化などの調査を行った。  
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（１）森林生態系における炭素収支の定量的評価に関する研究  

 サブサブテーマ１）では、亜寒帯林サイトとして、老山、トゥラ、苫小牧の3観測地点を対象と

し、サブテーマ２）では、温帯林として、高山、富士吉田、桐生の3観測地点を対象とし、サブサ

ブテーマ３）では、熱帯林として、Pasoh、Sakaeratの2観測地点を対象とした。これらのサイトでフ

ラックス観測による炭素収支測定 (生態系純交換量等 )と、クロスチェックとして生態学的手法によ

る生態系炭素蓄積速度の計測を行った（図１）。  

１）亜寒帯森林生態系における炭素収支  

苫小牧サイトでは2000年夏から2004年9月まで、老山サイトでは2002年以降、微気象観測と各種

フラックス観測を実施した（図２）。その結果、微気象学的方法により、苫小牧サイトにおける 2001

～2003年の生態系純生産量 (NEP)は平均的におよそ320 g C m-2 yr-1 の炭素吸収があることがわかっ

た。また、NEPの年々変動は、第一に夏季 (7～8月 )の日射量に左右される事がわかった。一方、老

山サイトでは、2003年10月から2004年9月の1年間に得られた連続データから年間NEPを算出したと

ころ、夜間のフラックス観測結果に対する補正方法の違いによって121～190 g C m-2 yr-1 の幅をも

つ結果が得られた。老山では生態学的な手法で求めたNPPは大きい値を示したため、NEPがフラッ

クス観測結果から求めた値を大幅に上回った。一方、永久凍土上のカラマツ林生態系（トゥラ）で

は、収支、循環量とも小さかったが、生態学的手法で求めたNEPはマイナス、すなわちソース側に

なった。これは細根の枯死量を過小評価し、林床植生固定量が算入されていないことが原因と考え

られる。永久凍土地帯のカラマツの年輪成長は5月下旬から6月上旬の気温と正の相関が高かった。

炭素固定に影響する土壌窒素の動態は、厳しい環境下におけるアンモニア態窒素の卓越と不動化プ

ロセスの卓越等の特徴が明らかになった。北東アジアのカラマツ林生態系は、環境条件によって大

きく炭素集積量の分布が大きく異なっていた。  

 

図１ 本研究における観測のマップ 

（落葉広葉樹林、落葉針葉樹林、常緑針葉樹林、草地、農耕地など15サイトが含まれる） 
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２）温帯森林生態系における炭素収支  

各サイトで観測された生態系純生産量 (NEP)は、300～600 g C m-2 yr-1(富士吉田 ; 2000～2004)、400

～700 g C m-2 yr-1(桐生 ; 2001～2004)、200～400 g C m-2 yr-1(高山 ; 2000～2004)の範囲にあった（図

３）。  

 
高山サイトにおける過去12年間の観測から、このサイトの年間NEPの年々変動を引き起こす原因

は、展葉開始時期を左右する4～6月の平均気温と、梅雤期の生産量を左右する6～7月の日射量の変

動により大まかに説明することができた。2000年から2005年について、観測された気象条件の変動

とNEP変動の特徴をまとめると以下の通りである。 (i)2002年1～4月にかけて、日本から朝鮮半島、

中国東北部にかけての東北アジアの広い領域で、平年に比べて地上気温の高い偏差が観測された。

この高温偏差に応答して、高山の2002年の展葉開始は平年に比べて10日程度早く進行した。これは、

高山の2002年の年間NEPとGPPが2000～2005年の中で最大値を示したことの、主要な原因として考

えられる。 (ii) 2003年6～8月にかけて、日本の本州地方、特に九州から関東地方にかけての帯状の

地域で、平年に比べて日射量が顕著に低い

偏差が観測された。この影響は富士吉田、

高山ともに光合成有効放射量と平均地上

気温は平年に比べて顕著に低下した。その

結果、GPPもREも減尐が同時に減尐した

が、GPPの減尐が上まわった。とりわけ富

士吉田では日射量の減尐によるGPPの低

下が明瞭で、2003年の年NEPは2000～2004

年の期間での最小値を示した。また高山で

も、2003年7月のGPPの低下を顕著にもた

らした。(iii) 2004年は年間を通じて全国的

に気温が高く経過した。富士吉田では夏～

冬、桐生では冬～春、秋～冬のNEPが大き

く、これにより両サイトとも2004年の年

NEPは2001年～2004年の期間での最大値

を示した。2004年の高山では、暖候季の日

射量は例年と変わらないレベルで推移し

たが、NEPは夏以降急激に減尐し、年NEP

は2000～2004年の期間で最小となった。暖

候季に度重なる台風の襲来を受けたこと
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図３ 富士吉田(FJY)、桐生(KEW)、高山(TKY)サイトで観測され生態系純生産量(NEP; gCm-2d-1)。

2001年～2004年各年の月別平均値を示す 
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図２ 中央シベリア・トゥラ、中国東北部・老山、および北海道・苫小牧で2003年から2004年に

かけて観測された生態系純生産量(NEP)の季節変化 
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図４ Pasoh 50ha調査地での2000-2005年における枯

死材の動態を通じた炭素代謝。四角形で囲まれた数値

は集積量（Mg ha-1 ）、イタリックの数値は流量（Mg 

ha-1 yr-1）。括弧内の数値は最近20年間の平均値。 
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による葉の脱落が、原因として考えられた。  

３）熱帯森林生態系における炭素収支  

PasohにおけるCO2動態の把握に基づき、2003～2005年における年間の炭素収支を推定した結果、

土壌呼吸 (RS)、生態系呼吸 (RE)、光合成総生産量GPP、正味の炭素吸収を表す純生態系生産量NEP

は、それぞれ、15.60、31.19、32.43、1.24 Mg C ha -1 yr-1と推定された。なお、夜間におけるCO2放

出量の過小評価を補正するため、温帯森林では風が比較的強く、摩擦速度の大きい期間を利用する

手法が温帯森林では一般に適用されてきたが、Pasoh熱帯雤林の場合、こうして補正したCO2放出量

が土壌呼吸程度の量にしかならず、幹・枝・葉の呼吸、地上堆積枯死木分解の合計に見合う量にな

らないことがわかり、熱帯林での炭素収支推定には、これにかかわる群落内CO2動態からの組み立

てがより重要であることが指摘できた。さらに、長期の生態学的調査から炭素収支における枯死木

の役割の重要性が明らかになってきた。そこで、枯死木の分解過程についての詳細な調査も行った。

その結果、容積密度をもって分解過程を把握可能であること、分解初期には無機化が、後期では腐

植化・砕片化が主体であること、風倒枯死木の発生による炭素放出傾向が炭素収支にかなりの影響

を与えることなど、炭素収支における枯死木の役割の重要性が明らかになってきた。そこで、さら

に、時空的変動性に注目する必要があり、50haの大面積を対象とした枯死木動態の実態調査を実施

した。胸高直径30cm以上の樹木の枯死による大形枯死材（CWD)の供給速度は、最近20年間の平均

で2.9 Mg C ha -1 yr -1、最近5年間では平均値の2倍（5.8 Mg C ha -1 yr-1）という高い値を示した。1985

～90年の枯死木は、すでに83％の重量が消失し、最近5年間の枯死木でも38％が消失していた。こ

れら消失率に基づく2005年の集積枯死材からの炭素消失速度（無機化＋腐植化）は1.6 Mg C ha -1 yr-1

と推定された（図４）。  

Sakaeratではフラックス観測によると過大な炭素吸収が推定されたが、夜間のCO2放出を補正する

ことによりかなり改善される結果を得た。生態学的調査では、森林の更新動態による年々変動を示

してはいるが、炭素収支がほぼ安定平衡状態にあることがわかった。以上のように、熱帯林の炭素

収支は平衡状態に近いが、空間的な不均質性によって、あるいは気候条件の年々変動や倒木発生な

どの時間変動を受けて、炭素の放出吸収が変動する実態が明らかにされた。  

 

（２）  草原・農耕地生態系における炭素収支の定量的評価に関する研究  

１）温帯高山草原生態系における炭素の吸収、放出及び蓄積の総合評価と温暖化影響の解明  

渦相関法によるCO2・H2Oとエネルギーフラックスの長期観測を行い、炭素動態の時間変動、お

よびそれに及ぼす環境要因の影響を解析した。  

その結果、当該草原の正味炭素吸収速度 (NEP)は年平均およそ120 g C m-2 yr-1であり、日NEPの最

大値は冬から夏にかけて約 -2～4 g C m-2  d-1までの変動があること、NEPの短期変化は温度環境、特

に昼夜の温度差の影響が最も大きいことがわかった。つぎに、青海・チベット高山草原炭素収支の

空間的不均一性を把握するため、高原環境に適したNEPチャンバーを開発し、異なる草原植生の生

態系光合成・呼吸の測定を行った。その結果、ヒゲハリスゲ草原では、植物種多様性や葉群の構造

（針葉と広葉の比など）が、草原生態系の光合成活性に大きく影響し、針葉の多い群落は光合成活

性が高いことがわかった。一方、植物や微生物の呼吸を含めた生態系呼吸は、植物根の乾燥重量、

特に土壌中10cmまでの植物根の乾燥重量に非常に高い相関が認められた。また、草原植物地上部

（葉と茎）の現存量の最も高い時期（7～8月）に、青海・チベット高原中央部の7つの典型的な草

原で生態系光合成と呼吸を測定した結果、生態系の正味炭素吸収速度、生態系の呼吸速度は、草原

植生によって大きく異なり、放牧量の多い退化草原が最も低く、高山湿地草原が最も高いことがわ

かった。  

２）青海・チベット高原の土壌炭素蓄積量に及ぼす温暖化影響のモデリング評価  

チベット高原の高山草原群落、低木群落と亜熱帯森林群落を含めた地域の現地調査データを利用

し、土壌炭素蓄積量に及ぼす気候的要因と生物的要因との関係を究明した。その結果、まず、チベ

ット高原における草原と低木群落の土壌有機炭素量は、降水量の増加に伴い増加するが、気温の変

化とは明瞭な相関が認められなかった。しかし森林生態系では、土壌有機炭素の蓄積量は気温の低

下に伴い増えるが、降水量の変化の影響が小さいことがわかった。つぎに、土壌有機炭素の蓄積量

は、草本群落の葉の平均寿命とは明瞭な関係が見られなかったが、森林群落では葉面積指数ととも

に高くなる傾向があることが示された（図５）。さらに、土壌有機炭素の蓄積量は、すべての植物

群落において、年間気温と降水量より、葉群の平均寿命と葉面積指数との相関が高いことがわかっ

た。  
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３）青海・チベット高原草原の炭素吸収速度の即時・ 

広域推定  

衛星リモートセンシングデータを用いた広範囲の草

原の植物現存量を推定するため、植物の分光反射率

と地上部バイオマスの関係を解明するため、生態系

の光利用効率（LUE）の推定向上を図った。青海草

原のCO2フラックス計測データを使って、散乱光と

直射光の貢献を考慮し、調整した反射光合成有効放

射とLUEを求め、生態系のGPPを高い精度で推定で

きるモデルを構築した。また、MODIS衛星の撮影時

間の調整LUEと一日の平均LUEとの相関を調べ、衛

星データから草原生態系の生産力をより高い精度で

推定することも可能にした。また、植物の被覆率が

高い地域における地上バイオマスを高精度で推定す

るためには、より多くの波長域、特に上記のレッド

エッジ（クロロフィルの吸収帯）、近赤外エッジ（水

分の吸収帯）およびグリーンエッジの波長域を利用

することが有効であることが示唆された。  

４）安定同位体比を用いたC3/C4混生草原における

炭素動態の解析  

C3/C4植物が混生する温帯草原における両植生の

動態と、それがCO2フラックスに及ぼす影響を解明

した。具体的には、 (i)長期的なバイオマス調査に基

づき、対象とした草原におけるC3/C4植物の季節的な

動態を定量的に把握、(ii)草原全体の植生と大気の間

のCO2フラックス観測および大気CO2のδ13Cの測定

に基づき、草原全体のCO2フラックスに対するC3/C4

植物の寄与率を推定、 (iii)対象とした草原に成立している特徴的な群落において、土壌呼吸フラッ

クスの推定と土壌CO2のδ13Cの測定を行い、草原全体の土壌呼吸に対する各群落およびC3/C4植物の

寄与率を推定した。  

植生調査の結果、LAI・地上部バイオマスともに、生長初期にはC3植物の方が大きいのに対し、後

期にはC4植物の方が大きくなるという、優占種の逆転現象が見られた。植生－大気間のCO2交換お

よび土壌呼吸に対するC3/C4植物の寄与率を評価するため、従来のフラックス観測手法に δ13Cを併用

して解析を行ったところ、植生調査の結果と同様、光合成・生態系呼吸・土壌呼吸に主に寄与する

植生がC3植物からC4植物へと季節的に移行していることが明らかになった。また、光合成有効放射

量の増加にともなってGPPが増加する期間には、REも気温上昇にともなって増加した。このため、

各年の日中NEP約5%の差しかなく、夜間NEPの差はほとんどなかった。また2003年に観測された

δ13CGPPおよびδ13CREは、生長期間が進むにつれてとも徐々に増加し、9月には約19‰で最大に達した。

この傾向はC4植物起源のCO2フラックス割合の増加を反映しており、バイオマス・LAIにおけるC4

植物の占める割合の季節変化におおむね一致した。実験草原における成長期間（ 4月中旬～11月上

旬）のGPPへのC3/C4植物の寄与率はそれぞれ63.7%、  36.3%、REへの寄与率はそれぞれ52.3%、  

47.7%と推定された（図６）。  

 
 

５）農耕地生態系における炭素収支の定量的評価  
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図６ C3/C4植物のGPP（左）の季節変化（2003年） 
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図５ 2006年青海・チベット高原における

異なる植生の炭素収支特性。上図：調査経

路、下図：異なる植生の群落光合成(GPP)、

生態系呼吸(RE)、生態系正味炭素吸収量

(NEP)を示す（Tang et al. 未発表）。 
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茨城県つくば市真瀬の水田（MSE）、岡山県玉野市八浜の水田（HCH）、熊本県合志市の牧草地（KON）

で観測を実施した。フラックスの計測には、各サイトとも、オープンパス型渦相関法を使用した。

一般的に採用されている光合成・呼吸の分離法、すなわち夜間の純生態系交換量（NEP）と温度と

の関係から日中の生態系呼吸量（RE）を推定する方法を用いて、生育期間のNEPを総光合成量（GPP）

とREに分離した。MSEでは、チャンバー法（イネの根の侵入を排除した通気式チャンバー）を用い

て、微生物による土壌有機物の分解量（RH）を測定す

るとともに、傾度法を用いてメタン放出量を測定し

た。収穫物の搬出に伴う炭素の流出量は、収穫前のイ

ネの最終生育調査時の籾重、農家からの聞き取りによ

る収量（精玄米重）、および稲体の炭素含有量から推

定した。以上の要素を総合して、水田の年間炭素収支

を定量化した。  

イネ単作田の純生態系生産量（NEP）は100～300 g C 

m-2 yr -1の範囲で年次変動がみられ、収穫物の搬出量や

メタン放出量した年間炭素収支は+30（水田への流入）

～ -90 g C m-2 yr-1（水田からの流出）であった。NEP

にチャンバー法による土壌有機物の分解量を加えて

求めた純一次生産量は、定期的なイネのサンプリング

で実測した稲体への炭素蓄積量とほぼ一致し、フラッ

クス測定に基づく炭素収支の推定精度が検証された

（図７）。水田はイネの生育期間に湛水状態となるため、純一次生産量に対する分解量の割合は 18%

と低い値を示した。農耕地サイトにテーマ Iの2つの草原サイトを加えた計５サイトのデータに統一

的な補完処理を施し、炭素収支のサイト間比較解析を行った。その結果、生育期間の日射量が総光

合成量やNEPの年次間差・サイト間差に大きな影響を及ぼしていることや、刈り取った植物体を搬

出しない草原サイトでは総光合成量に対する生態系呼吸量の割合が高いことが明らかになった。  

 

（３）土壌圏における炭素収支の定量的評価に関する研究  

 世界の陸上生態系に貯留されている土壌有機炭素（SOC）の総量は、全球における大気中のCO2

の約2倍、植生バイオマスの約3倍に相当する約1500 Pg Cと推計されている。すなわち、SOCは地球

の炭素循環における最大のリザーバーとして機能し、極めて重要な役割を担っている。そして、SOC

は土地利用や環境変化によって変動するが、その膨大な貯留量から局所的な環境応答は微尐であっ

ても、広域で引き起こされる炭素フローの変化は甚大であると予想される。  

１）土壌炭素フラックスの時空間変動の定量的評価  

 陸域生態系において、植生

による炭素貯留量のうち約

80%が森林植生に由来し、ま

た全土壌炭素貯留量の40%

が森林下の土壌に存在する。

森林生態系の炭素固定およ

び炭素収支は気候の違いや

植生や遷移段階、土壌動物、

撹乱  (皆伐、森林火災、撹乱

後の経過年数など ) の違い

に影響される。森林の炭素貯

留量に変化をきたす土地利

用や気候の変化は、明らかに

正味の炭素収支に影響する。

特に、森林伐採や森林の再生

および植林による炭素貯留

量の変化は地球規模の炭素

循環に重要な役割を果たしている。本研究では、(i)生態系の時間変化（遷移）を草本期から木本期

への遷移、木本期における遷移に伴う土壌炭素収支の経年変化の解析から自然遷移の時間変動をパ

ラメータ化するとともに、 (ii)森林伐採が土壌炭素フラックスの時空間変動に与えるインパクトの

解明により人為活動が時空間変動に及ぼす影響の定量的評価を行った。  

生態系の遷移段階を対象にした調査では、遷移時間やバイオマスなどをさらに定量化することに

よって、各遷移段階における土壌炭素収支の特徴を定量的に評価することが可能であることが明ら

 

図７ フラックス測定に基づくNPPの積

算値と乾物重変化から求めたNPPの積算

値との比較（MSE、2004年） 
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図８ 冷温帯地域の二次遷移に伴う土壌への炭素フラックスと

SOCプールの変化 
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かになった。特に、草原—森林移行期における土壌炭素動態に着目すると、草本から木本のステー

ジへの移行期において土壌炭素が減尐することが明らかとなった。また、伐採直後にはSOCプール

が大幅に減尐することが示された。図８には長野県及び岐阜県の冷温帯地域で行った二次遷移の各

遷移段階の植生で実測されたSOCと炭素フラックスの変動を時系列的に並べた。草原—森林移行期

における土壌炭素動態に着目すると、草本から木本のステージへの移行期において土壌炭素が減尐

することが明らかとなった。  

２）土壌炭素収支におけるプロセスの相互作用と時空間変動  

 土壌圏における炭素循環を理解し、広域の土壌炭素動態の評価ならびに管理を行うためには、土

壌圏内の炭素動態に関与する要素を精度良く測定するとともに各要素の関係を有機的につなげ、さ

らに土地利用、遷移に伴う生態系の炭素循環プロセスの相互作用とその時空間変動を解明する必要

がある。本研究では、二次遷移系列の生態系を対象として、炭素循環プロセスの相互作用とその時

空間変動を解明した。  

 
GPPは苫小牧と富士吉田で大きい値を示し、高山で小さい値を示した。Rs(土壌呼吸 )は苫小牧と

高山で大きいが、富士吉田はそれらの二分の一以下であった。Raは富士吉田で最も大きく、次いで

苫小牧、高山の順で小さかった。特に高山のRa(植物地上呼吸 )は小さかった。これらの結果を反映

して、NEPは富士吉田、高山、苫小牧で大きかった。また、GPPの年変動に対して、年間Rp(植物呼

吸 )とは正の相関があり、Rh(従属栄養生物呼吸 )とは相関が見られないことである。また、これらの

相関関係にはサイト間に差異が見られないことも明らかとなった（図９）。   

以上より、RpはGPP依存するが、Rh総一次生産に依存しないことが明らかとなった。この理由と

して、気象の年変動に対して、GPPとRpはセンシティブであり、Rhはインセンシティブである可能

性を指摘できるが、今後の確認研究が必要である。  

３）土壌炭素フラックスの時空間変動モデルの構築と広域推定手法の開発  

SOC動態のモデルは、中間産物を時定数の異なる数種類の仮想的な炭素プールとして代表させた、

いわゆるコンパートメントモデルが主流である。本研究では、Rothamsted Carbon Model（RothC）

をベースとした。ここではRothCの改良を進め、オリジナルのモデルでは再現できなかった黒ボク

土壌におけるSOCの動態を記述可能にした。また、広域的な土壌蓄積量分布を推定するため、高山

市を流れる大八賀川流域圏を対象に、リモートセンシングとGISを使った解析を行った。そのため、

まず高分解能衛星画像により精密な土地被覆図 (植生図 )を作り、水田、草地、落葉広葉樹林、常緑

針葉樹林など14の土地被覆カテゴリを決めた。これらを元に対象流域圏で36地点159箇所の土壌サ

ンプルを採取し、その土壌炭素量を計測した。その結果を土地被覆、傾斜角度、傾斜方位に反映さ

せて、カテゴリ毎の炭素量を決めた。  

図１０は冷温帯ススキ草原（筑波大学菅平高原実験センター）および冷温帯落葉広葉樹林（岐阜

大学高山試験地）で測定された土壌フラックスとRothCによるモデルの計算値を比較したものであ

る。季節変化はよく再現されており、特に草が枯れる冬季には絶対値についても一致している。  

 

図９ 苫小牧、高山、富士吉田での年間フラックス年変動 

Rs 

Ra 
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（４）陸域炭素収支のデータベースの構築と総合的解析に関する研究  

１）東アジアフラックスデータベースネットワーク構築  

研究テーマ Iで「共通の」フラックス観測手法として採用されている渦相関法で得られたデータの

品質の統一として、(i)研究テーマ Iに参画しているタワーフラックス観測サイトのフラックス計測シ

ステムとデータ処理法の現状を把握するために、2004年2

月にアンケート調査を実施し、16サイトの結果を集計・

分析、(ii)既往の文献・資料の調査により、計測システム

およびデータ処理法の相違がフラックス値に及ぼす影響

に関する結果を整理、(iii)森林サイト担当のグループには

苫小牧データを、草原・農耕地サイト担当のグループに

は真瀬のテストデータを配布し、各サイトで採用してい

る方法でデータ処理を実行してもらい、その結果を回

収・比較、(iv)渦相関原データに対する品質検査、定常性

の検査、乱流強度検査などの各種の品質検査を、真瀬の

OPECによる2年間の観測データに適用し、それぞれの品

質検査の特徴や適用上の留意点を整理、 (v)OPECとCPEC

の両計測システムを併用しているMSEとTMKのそれぞ

れ1年間分のデータセットを用いて、OPECとCPECで測定

したCO2 フラックス（貯留項は除外）を比較し、両シス

テム間の差異を把握するとともに、差異の原因を解析、

(vi) 森林の欠損データの補完に妥当である多重代入法

(MI法 )を、水田サイトのデータに適用し、MI法の有効性

や使用上の留意点について検討した（図１１）。  

観測手法の実態調査により、渦相関計測システムにつ

いてはオープンパス型とクローズドパス型が混在している点を除けば問題は尐ないが、データ処理

法についてはフラックス計算法や品質管理法に違いがあることが明らかになった。既往の文献・資

料の調査や、テストデータを各サイトに配布して実施した比較実験により、サイト間でフラックス

の定量的な比較を行う場合には、計算手法の違いによる影響を考慮した判断が必要なことがわかっ

た。フラックスデータの品質管理については、渦相関原データの統計値の検査を基本として、これ

に定常性や乱流強度等の検査を付加することにより、適切な品質管理が行えることや、偶然誤差も

定常性の検査として有効なことを示した。さらに、サイト間比較や統合解析への適用を目的とした

簡便かつ誤差評価が可能な欠損データの補完法として多重代入法の有効性を確認し、テーマ Iの草

原・農耕地サイトの炭素収支の比較研究に適用した。  

 

２）地上フラックス観測データの総合的解析   

 データベースにとりまとめられた各フラックスタワーの観測データとタワーサイトにおける土

壌・植物生態学的観測データを集約して総合的な解析を行った。特に、(1)類似の生態系または気候

帯ごとに炭素収支の観測データをとりまとめてサイト間比較解析、(2)高山、富士吉田、苫小牧、パ

ソなどの観測サイトにおいて微気象学的方法と生態学的方法による生態系純生産量（NEP）の相互

比較を実施した。さらに、長期観測データの集積を基礎に、複数の重点的観測サイトにおいて長期
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図１０ 菅平ススキ草原（A）と高山落葉広葉樹林（B）における土壌フラックスの季節変化、 

SRは実測値，HRは計算値 
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図－X 実際の観測値と，MI 法による推定値の

比較例．実線は線形回帰式，点線は 1：1 ライン

を意味する． 

 
図１１ MI法による補完の検証実験

の結果。MSEにおけるNEPの実測値とMI

法による推定値の比較で、実線は線形

回帰式（モデルI）、点線は1：1の直

線を表す。 
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炭素収支変動を求め、気象変動・植生活動との関係について解析した。  

 
各種森林生態系での渦相関法によるNEPの年間値測定結果によると、NEPは植生の違い、気温、降

水量季節変化の差異を反映してサイトごとに特色ある季節変化パターンとなっていることが分か

った。本研究を通して、微気象学的方法と生態学的方法によるNEPの相互比較により森林生態系に

ついては日本の温帯林観測

サイトでは本研究を通して、

両手法の検証と改良が進み、

かなり高い一致度となって

いた。しかし、一般的にNEPM

がNEPBよりも大きいという

傾向があり、特に熱帯林では

差が著しいことがわかった。

森林生態学的調査による炭

素蓄積量とフローの検討に

より、気象条件と樹種の異な

る４観測サイトの炭素蓄積

の部位ごとの大きさの違い、

フローの差異が確認された。

また、フラックス観測による

NEPとの比較データが得ら

れた（図１２）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ ４つの観測サイト：永久凍土地帯 (トゥラ )、中国東北部 (老山 )、日本（高山）、 

マレーシア（パソ）で推定した炭素蓄積量と炭素フロー  

 

 

図１３ 観測サイトの分布図  
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テーマⅡ トップダウン（大気観測）アプローチによるメソスケールの陸域炭素収支解析  

（１）CO2濃度観測システムの開発とタワーネットワークの構築  

 西シベリアにおいてCO2濃度の詳細な変動を検出することを目的として、観測のインフラが不十

分な場所で長期に安定的にしかも６地点でCO2濃度を連続的に取得できる観測システムを新たに開

発し、シベリアの気象条件下で必要な精度を発揮するシステムを作り上げた。（図１３）  

（２）西シベリアにおけるCO2濃度の観測結果  

 CO2濃度が下がる季節変化に着目すると、6サイト全てにおいて、5月初旬から顕著に低下が始ま

り、夏季の7～8月に最も濃度が低くなり、その後濃度が増加に転じる。この結果から、陸域生態系

による光合成活動の季節変化を、正確に捉えていることが確かめられる。冬季になると日変動は極

めて小さくなるが、有意な変動が認められた。このことはシベリアのような極寒の地でも冬季にも

CO2フラックスが存在していることを表している。また、冬季の変動に着目すると、隣接する

BerezorechkaとKarasevoeの両地で非

常に良く一致していた。一方、Igrim

はこの2地点とは異なる変動を示す

が、詳しく見ると、その濃度変動が

先行して生じた。これは Igrimで観測

された大気塊が、時間を経て輸送さ

れ、Berezorechka、Karasevoeで同様

に観測されたものである。この結果

は、本観測が、数100kmスケールの

空間を代表する濃度データとその変

動を、正確に捉えているという事実

を示唆するものである。一方、夏季

の IgrimにおけるCO2濃度は全体的に

BerezorechkaやKarasevoeよりも高か

った。これは、Igrimが西シベリア地

域の高緯度側に存在するため、西シ

ベリア南部のBerezorechkaや

Karasevoeよりも、植物の光合成活動

によるCO2吸収量が低いことを示し

ている。（図１４）  

 

（３）インバースモデルを用いたCO2収支の推定  

本研究ではこれまでの64領域インバースモデルを基に、西シベリアをさらに2分割した領域を採

用し、より詳細なCO2収支を推定した。インバースモデルから推定されたCO2フラックスは9月から4

月にかけてほぼゼロかわずかに放出の傾向であるが、5月より吸収に転じ、6月に最大の吸収量であ

る0.75 t C ha -1 month -1を示した。このフラックスをインバース解析の初期値に使ったCASAモデルの

CO2フラックスと比較すると、季節変動の傾向は似ているものの、インバース解析の結果は全体的

に夏季の吸収量が大きくなっており、上記の観測結果がこの領域のCO2フラックスを吸収方向に導

いたことがわかる。西シベリア南

部における2005年を通したCO2の

総吸収量は1.17 t C ha -1であった。

（図１５）  

 Sim-CYCLEから推定された西シ

ベリア南部におけるCO2フラック

スはインバース解析の結果と季節

性が非常に良く似ているが、夏季

における吸収量の絶対値はやや小

さくなっている。これは

Sim-CYCLEモデルが、この領域の

生態系のフェノロジーを正しく表

現できていることを示していると

考えられる。2005年1年間の西シベ

リア南部におけるCO2の総吸収量

 
図１４ 7日間の移動平均処理を施した日中平均値の変動。

観測期間の長いBerezorechka（BRZ）、Karasevoe（KRS）、

Igrim（IGR）の3地点について示す  

 
図１５ インバースモデルによって推定された西シベリア

南 部 に お け る 2005 年 の CO2 フ ラ ッ ク ス の 季 節 変 動 と

Sim-CYCLEによる推定値との比較 



 S-1-xii 

は、インバース解析の推定結果が1.17 t C ha-1 yr-1であるのに対してSim-CYCLEは0.32 t C ha -1 yr-1で

ある。この領域がネットでCO2を吸収しているという点で一致しているが、その積算値には3倍以上

の差が存在していた。  

 

テーマⅢ アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と21世紀の炭素管理手法の検討  

（１）陸域生態系吸収・放出の近未来予測モデルの開発  

 気象研究所で開発されているBAIMは気候モデルに組込んで使用することを想定しており、大気 -

陸面の相互作用、特に物理的過程に重点を置いている。このモデルは気候 -炭素循環の相互作用をシ

ミュレートすることができ、例えば大気CO2濃度の時空間分布を推定して観測と比較することが可

能である。国立環境研究所・海洋研究開発機構・筑波大学で開発されたSim-CYCLEは生理生態およ

び生物地球化学的過程に重点を置いたモデルであり、大気とのCO2交換だけでなく生態系内での炭

素動態を詳細にシミュレートすることを目的としている。国立環境研究所で開発されたTsuBiMoは

数理生態的な手法で地点レベルの観測データに基づいてパラメータを調節し、広域的な炭素収支の

評価につなげている。それぞれのモデルを用いて、日本周辺を中心とする東アジア地域について

2000～2005年（TsuBiMoは2002年まで）の陸域炭素収支をシミュレートした。一部のモデルはテー

マ Iで実施されたフラックス観測サイトで検証が行われた。各モデルでは使用した入力データや空間

分解能は異なっているが、純一次生産力の空間パターン（図１６は改良版Sim-CYCLEのもの）はよ

く類似していた。正味炭素収支は、生産力だけでなく土壌有機物分解の環境応答にも影響されるが、

多くの期間・地域においてモデル間で共通する変動傾向が見られた。このように異なるモデルで共

通した傾向が見られたことは、モデルアプローチが不確実性の幅を超えた信頼性のある結果を与え

ていることを示唆すると考えられる。一方、モデル間の差違点についてはモデル間の応答感度など

に関するより詳細な検討を今後行う必要がある。  

 

（２）陸域炭素循環モデルの国際比較と高度化  

１）グローバルな炭素循環を推定する陸域生態系モデルの国際比較  

 陸域生態系モデルの情報を収集・整理を実施した。特に、入力データセットとして、どのような

種類、時間・空間分解能が必要なのかを明らかにし、入力データセットの整備について検討した。

また、時間・空間分解能など適用要件の異なるモデルに対し、入力データセットを共通利用できる

のか、さらに、入力データの種類が異なる中で、出力された結果を比較すること自体にどれほどの

妥当性があるのかなどの検討を行った。陸域生態系のモデル間比較を行った例は尐数であるが収集

し、それに加えてモデル比較を行った結果、入力データ、特に日射データの精度が炭素収支の推定

結果を大きく左右することを示唆され、高精度データ整備の重要性が示された。  

２）統合モデル国際比較のためのデータベース構築と国際モデル比較  

「炭素 -気候 -人間システム統合モデル」を国際比較することにより、完成度が高いモデルを選出

することを目的とし、統合モデルに関するデータを収集した。モデル利用（検証）、ないしモデル

間での比較を行う際の基本情報として、モデルのロジック、入出力データの種類およびデータフォ

ーマット、モデルから導き出された結果、関連文献などの情報を収集し整備した。収集したデータ

 
図１６ 生物地球化学的な陸域生態系モデルによる東アジア地域の（a）NPPおよび（b）GPP 
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を用いて、炭素・気候・人間システムの3つのコンパートメントを含み，ローカルスケールからグ

ローバルスケールを網羅する200以上のモデルを調査対象として、モデルの構成要素による分類と

比較を実施した。  

３）グローバルな炭素循環に関する最新の統合的な知見の集約  

 CO2排出・吸収に関する情報を収集し、全球の炭素循環は下記の状況にあることが分かった。  

 2000～2005年は、1990年代と比較すると、排出は1～3%増加し、大気中CO2濃度の増加率は

1.5～3%になる。  

 大気中のCO2濃度の増加の内8%は陸域生態系の吸収機能の低下による。  

 土地利用変化による排出は、1959～2005年は平均1.5 Gt C yr -1であった。2000年以降はアジ

アと南米の熱帯林からの排出が大半を占め、アジア、南米共に0.6 Gt C yr -1の排出となって

いる。  

 

（３）二酸化炭素収支モデルによる予測のための情報基盤整備  

衛星重視型モデルである、陸域生物圏モデルBEAMSを用いて炭素収支の推定を試みた。BEAMS

では、植物が光合成を行うための光合成有効放射量 (PAR)と、植生がどこにあるか (土地被覆図 )、さ

らに、植物の生産性のポテンシャ

ルを規定する重要なパラメータ

である植生季節変動の3つが入力

情報としての衛星プロダクトと

して特に重要となる。植生季節変

動は、衛星データから得られる葉

面積指数 (LAI)と光合成有効放射

吸収率  (fPAR)によって規定され

る。これら主要3パラメータのう

ちPARと土地被覆図について、高

精度の新たなプロダクトを作成

した（図１７）。また、fPAR、LAI

については既存のデータセット

の検証を行った。さらに、これら

のデータをモデルに入力し推定された炭素収支動態の

季節変動について、テーマ Iで得られた地上検証と比較

を行い、検証およびその要因について検討した。また、

地上観測から衛星観測、モデル推定結果までの膨大でか

つ、多種多様なデータを効率的に処理するための研究支

援環境 (GEO Grid)の開発も試みた。  

 テーマ Iで進めた陸域生態系のいくつかの観測サイト

における詳細な生理・微気象フラックス観測を広域化

し、生態プロセスの影響を評価して長期予測を可能にす

るために、東アジアの森林生態系の既存固定調査区デー

タおよび伐採計測データを集約し、データベース構築を

進め、公開を行った。調査区間の比較解析から、現存量、

純一次生産量、樹木種多様性の地理的な変異パターンを

抽出し、気象との相関関係について分析した。  

 

（４）21世紀の陸域炭素管理オプションの総合評価と炭

素収支の統合予測モデルの開発  

 途上国を含むグローバルな陸域生態系では、土地利用変化、特に森林減尐に伴う炭素排出が熱帯

地域を中心にして継続している。今後のグローバルかつ中長期的な炭素収支の管理を検討する上で

は、土地利用変化の動態を把握し、土地利用変化に伴う炭素の排出を評価し、将来の予測と対策を

検討することが重要となる。本課題では、土地利用変化活動に伴う炭素収支の変動を予測するため

、陸域生態系モデルと土地利用モデルを組み合わせた、統合予測モデルの開発を行い、炭素の排出

抑制ポテンシャルについて分析を行った。その結果、2030年までのグローバルな炭素排出抑制ポテ

ンシャルは、平均すると約1.6 Gt C yr-1の規模であることが分かった。なお、本課題で構築したモ

 

図１７ 新土地被覆図 

 
図１８ 土地利用変化による炭素動態

の将来予測(2000～2030年の平均値) 
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デルでは、穀物の収量や将来的な経済発展シナリオに大きく影響を受けるため、その違いにより約

0.3 Gt C yr-1の吸収量が異なることがわかった。  

図１８には、2000～2030年の土地利用変化にともなう、地上部バイオマスの伐採、土壌中炭素等

の大気中へのCO2排出の予測を行った結果を示す。それによると熱帯地方からの排出が大きいこと

が分かった。  

今回開発した統合予測モデルは、陸域生態系に対する人為的な影響を予測するもので、陸域生態

系における炭素収支の変動要因や、将来予測を分析することが可能であり、今後の炭素管理に関す

る国際レジームの形成に際して、科学的なアセスメント手法の一つとしての役割を果たすことが期

待される。  

 

テーマⅣ プロジェクトの統合的推進と情報の共有  

 研究テーマ IVの主要課題は、テーマ Iおよび IIで得られた観測データ、テーマ IIIで得られた衛星観

測およびモデルシミュレーションのデータを集積し、東アジア地域全体の炭素収支の定量化に向け

た統合的な解析を行うことである。本プロジェクトの成果からポスト京都議定書などの温暖化政策

に貢献を行うには、個別の研究成果を理解しやすく総括し明確な形で示すことが極めて重要である

。最終年度に臨んで統合解析サブグループを結成し、各研究テーマの成果に基づく統合解析を実施

した。そこでは「システムアプローチ」と呼ばれる、地点観測からのボトムアップ的推定と大気観

測に基づくトップダウン的推定を併用し、さらに空間詳細な衛星観測データと陸域生態系モデルを

最大限に活用する手法を開発した。フラックス観測や森林・土壌調査といった地点観測のデータは

生態系モデルの高度化と検証に利用され、衛星観測からは信頼性の高い土地被覆などのモデル入力

データが提供された。日本周辺を含む東アジア地域を対象にして、空間分解能 1kmのモデルシステ

ムを開発し、2000～2005年の炭素収支マッピングを実施した。また、テーマ間でのデータ共有を円

滑に行うことを目的に、データベース構築を行った。  

 

（１）システムアプローチによる炭素動態把握  

１）地上観測による炭素動態の解明  

ロシア・中央シベリアから北海道にかけてのカラマツ林生態系を比較すると、年平均気温が高く

なるにつれてNEPが正となる期間が長くなり、またNEPの最大値が高くなる結果が示された。また

、落葉樹林と常緑樹林との違いを比較すると、落葉樹林には明瞭な季節変化がありNEP>0となる生

育期間と、NEP<0となる非生育期間の区別がある一方で、常緑樹林のNEPの季節変化振幅は小さく

、生育期間・非生育期間の区別は不明瞭であることがわかった。以上のようなアジアにおける各種

生態系のNEPの季節変化パターンを亜寒帯から熱帯に至る広い緯度帯をカバーし多点でとりまとめ

た結果は、本研究課題による報告が最初である。  

本研究課題および他の研究課題によってアジア各地で観測されたNEPの年間値を収集してまとめ

た結果、亜寒帯で年間1 t C ha -1 yr-1 未満、温帯から熱帯で最大5～6 t C ha -1 yr-1の炭素吸収が観

測されていることが分かった。また、温帯の生態系で比較すると、生育期間の長い常緑林の方が落

葉林に比べて年間吸収量が多いことがわかった。  

２）衛星リモートセンシングによるモデルへの入力データ作成  

a．光合成有効放射（PAR）の高頻度・高分解能データ作成  

2 つの人工衛星に搭載されたセンサー（Terra/MODIS、 Aqua/MODIS）の観測データを用いて、地

上に到達する光合成有効放射（PAR）を、これまで以上の高頻度（毎日）・高分解能（500m）で定

量的に推定することが可能となった。  

b．高精度土地被覆図の作成  

既存の土地被覆図のうち、Global Land Cover2000、MODIS Land Cover（MOD12）、UMD の 3 プ

ロダクトを統合する手法を新たに提案し、精度の高い新たな土地被覆図を作成し、陸域生態モデル

に提供した。  

３）生態系モデルの高度化  

観測データに基づいてモデルの構造や炭素フロー推定式を高度化することにより、炭素収支の推

定精度が向上した。例えば、岐阜高山サイトでは、従来の日ステップの光合成モデルを使用した時

に比べて、新たに導入した30分ステップの2層モデルを使用した時の方が、観測されたフラックス

観測を精度良く再現することが可能となった（テーマ III（１）詳細参照）。また、温帯落葉広葉樹

林における個葉光合成の観測データに基づくパラメータの改良により、季節変化の特徴が上手く表

現できるようになった。土壌モデルの高度化により、アジア地域に特徴的な火山灰土壌などへの適

用が可能になり、観測された土壌呼吸の季節変化も妥当に推定された。  
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４）相互検証  

a．生態学的炭素収支観測との検証  

生態系モデルによるNPP推計値と生態調査による計測結果との関係調べたところ、0.5度（約50km

分解能）のモデルによる結果では、非常にばらついた傾向を示した。しかし、1km分解能の生態系

モデルではNPP推計値と生態調査による観測値との相関が高いことが示された。さらに一致度を高

めるためには標高や降雤量などの環境条件、撹乱の影響を考慮する必要性が示唆された。  

b．トップダウンアプローチと生態系モデルのクロスチェック  

 インバース解析における年間を通じたフラックスの年々変動および季節変動を考慮に入れた比

較を行うために、Sim-CYCLE モデルから求められた同じ領域における CO2 フラックスとの比較を

行った。Land 27 においては夏から秋にかけての CO2 吸収の変動がその相対的な違いだけではなく、

各月の絶対量も極めて良く一致している。しかし 1～2 月には、両者のフラックスに不一致が見ら

れ、インバース解析の結果が「吸収」を示唆している。冬季のシベリア域は大気の鉛直混合が抑制

されることによって時として広い空間を代表しない CO2 濃度が観測される可能性が示唆された。  

５）生態系モデルによる東アジアの炭素動態把握  

本研究によって市町村スケールあるいは小河川流域スケールまで解像できるモデルが開発され、

そのモデルをアジア地域に適用し、1kmメッシュという高空間分解能で炭素収支のマッピングを行

った。その結果、東アジア陸域の平均的な光合成（純一次生産）は1.91 Gt C yr -1であり、正味で0.057 

Gt C yr -1の吸収が生じていることが示唆された。また、2000～2005年の6年間の解析期間において、

炭素収支には顕著な経年変動が見られた。NCEP/NCAR再解析データを用いて2000～2005年の東ア

ジア地域における炭素動態のシミュレーションを実施したところ、東アジア陸域の平均的な光合成

（純一次生産）は年間1.91 Gt Cであり、正味で年間0.057 Gt Cの吸収が生じていることが示唆され

た。解析期間6年間で炭素収支には顕著な経年変動が見られた。例えば、日本周辺で平年より高温

で日照が多かった2002年には多くの地域で平均値以上の炭素吸収が生じており、これは実測による

傾向と適合していた（図１９）。  

 

 

（２）システムアプローチによる統合研究推進のために構築されたデータベース  

S1プロジェクトデータベース（S1-DB）の目的は、データ共有化を図ること、及びテーマ間ある

いは観測サイト間でなされる比較・統合的解析の促進である。  S1-DBは、欧米の炭素収支関連DB

との互換性を考慮したデータフォーマットの作成とそれに準じたデータセットの整備をすすめて

きた。またS1の研究が進むに連れ、土壌研究グループ、生態研究グループ、モデル研究グループ、

衛星観測グループからのデータ提供を受けてきた。アジア域の陸域炭素循環に関する多種多様なデ

ータがある一定のフォーマットで収集されているのがS1-DBの特徴である。  

 

４．考察  

テーマⅠ ボトムアップ（微気象・生態学的）アプローチによる陸域生態系の炭素収支解析  

7研究機関、13大学の陸域炭素動態の代表的研究機関参画のもと、森林生態系、草地・農耕地生

態系におけるCO2等タワーフラックス・気象条件調査、植物生態学・土壌学的調査のデータ、土壌

圏での炭素収支、有機物動態の調査結果を集積し、アジアの陸域生態系での炭素収支の定量的評価

 

図１９ 陸域生態系モデルによって推定された2000～2005年の東アジ

ア陸域の炭素収支。 (a)撹乱の影響を含まない平均値。 (b)撹乱の影響を

最大限に考慮した場合に生じる不確定性の幅を加えたもの。 
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および時空間変動の機構の解析を進めてきた。さらに観測データの品質管理とデータ共有を図り、

また観測サイト間の炭素収支比較、微気象学的手法と生態学的手法による結果のクロスチェックな

どの地上観測データの総合的解析を進めてきた。  

また、総合的な観測を行っている複数の地上観測サイトにおいて、陸域生態系モデルの確認や、

衛星リモートセンシングデータ解析手法の検証に地上観測のデータが利用された。具体的には、リ

モートセンシングによる冷温帯落葉林の春の展葉時期、葉面積指数 (LAI)、光合成有効放射 (APR)の

解析と複数地上サイトの観測結果との比較、熱帯林での尐雤のLAIへの広域影響とNEP観測結果の

比較解析などの事例があり、さらにはこれらの結果と陸域生態系モデルとの比較・検証が行われた。

こうした統合的研究は、単にモデルやデータ解析手法の高度化に寄与しただけでなく、地上観測デ

ータの持つ不確実性や解決すべき問題を浮き彫りにするというフィードバックをもたらした。  

今後に残された課題として、以下のものがあげられる。  

・ フラックス観測により各サイトの GPP、RE、NEP を算出する場合、夜間の観測結果からの生態  

系呼吸推定において、誤差を生じていると考えられる場合がある (特に熱帯地域において誤差が大

きい）。この誤差は年間 NEP を求める際に大きな課題である。  

・ 生態学的手法よって地上部・地下部の成長量推定がかなり正確にできる。しかし、地下部細根  

の生産・枯死速度についての知見は乏しく NEP 推定の誤差を生じる最大の要素である。  

・一般に森林では、林床の有機物層が形成されている。そのため、林床有機物層、土壌中の植物体  

地下部、土壌有機物に分けて炭素蓄積量の変化をそれぞれ推定するべきであり、土壌呼吸測定研

究との整合性をとる必要がある。  

・生態系の現存量変化は長期モニタリングによって初めて、その傾向が解明される。長期データの   

集積によって、平均的な生態系の炭素蓄積／放出の傾向が明らかになるので、各種生態系での長

期観測拠点の確立と拡充は今後の重要な課題の一つである。  

 

テーマⅡ トップダウン（大気観測）アプローチによるメソスケールの陸域炭素収支解析  

 全く新しい観測システムの開発から、装置の設置、そして高精度の観測データの取得までを行い

、西シベリアにおける詳細なCO2濃度の変動を捉えることに成功した。観測されたCO2濃度の1時間

値から平均的な日変動を導出すると、冬季でも非常に小さいが日変動の存在が確認された。これは

寒さの厳しいシベリアの冬季においても、大気中のCO2濃度に影響を及ぼすほどの生態系の呼吸が

存在していることを示唆している。CO2濃度の1時間値は局所的な大気の安定度に大きく影響されて

いたが、日中値は数100kmスケールでの代表性を持っていることが確かめられた。この事実はモデ

ルを使って予想した観測サイトの配置が妥当であったことを意味し、今後の似たような観測の展開

にとって非常に有用な情報となった。また、高密度の観測値はフォワードモデルによるCO2濃度の

シミュレーションを評価することに非常に有用で、大規模な輸送や陸上生態系モデルの妥当性を議

論できた。また総観規模の時間スケールの変動が定点観測結果に大きく影響していることも明らか

になった。  

 インバースモデルによってCO2フラックスの季節変動を推定することに成功し、その変動の形や

月毎の値はほぼ妥当であることが確認されたが、1年を通したCO2の総収支は陸上生態系モデルから

推定された量と大きく離れていた。特に冬季のフラックスに不一致が見られ、インバース解析の結

果が「吸収」を示唆していた。寒さの厳しいシベリア北部においてこの時期に有意なCO2吸収があ

るとは考えにくいので、この不一致はインバース解析の結果に不具合があるものと考えられる。冬

季のシベリア域は大気の鉛直混合が抑制されることによって時として広い空間を代表しないCO2濃

度が観測される可能性がある。このような事象が起こった際に大気輸送モデルが極めて薄い境界層

の状態を正しく表現できていない場合には、現実とは違うフラックスを推定する可能性がある。冬

季のフラックス推定をより正確にしていくことが今後のインバースモデルの改良に当たって 1つの

重要な課題であると言える。  

 

テーマⅢ アジア陸域生態系の炭素収支変動予測と21世紀の炭素管理手法の検討  

 東アジア陸域生態系に関する3種類のモデルによるシミュレーションが実施された。これらのモ

デルは立脚点が気象学、生物地球化学、数理生態学と異なっているが、炭素収支を光合成と生態系

呼吸の差として求める手法は共通している。空間的パターンとして緯度方向の温度・水分勾配にそ

って南から北へ生産力が低下し、内陸の乾燥域に低い生産力が見られる点は共通していた。時間的

な経年変動は、概してモデル間の共通点が見られたが、例年より高温であった 2002年の応答などは

モデル間の差も見られた。地域－全球スケールでは観測データに基づくモデル検証は非常に困難で

あるが、モデル間の相互比較を行うことで共通点と差違点を明確にし、今後のモデル高度化で重点

化すべき部分を特定することができた。  
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 グローバルな炭素循環に関する最新の統合的な知見の集約により、大気中のCO2濃度の増加の

17%の内、経済活動における炭素強度の悪化が9%、自然の吸収源の減尐が8%に及び、その他の83%

が世界経済の発展によるものであることが整理された。また、土地利用変化にともなうCO2排出は、

1990年では南米の熱帯林からの排出が大半を占めていたが、2000年には三分の二に減尐し、ほぼ横

ばい状態の東南アジア地域からの排出量と同程度となった。このトレンドが続く限り、今後はアジ

ア地域の排出抑制が重要になると考えられる。  

 東アジア地域において、衛星観測に基づくBEAMSを用いた5年間平均の年間積算NPP値を空間分

布として推定した。東アジア地域のNPP平均値は595.6 g C m-2 yr  -1であった。そのNPP空間分布パタ

ーンを見ると、北から南に向かって高くなり、平野部や高山地帯は森林・草地地帯と比較して低い

NPP値を示した。これらの傾向は、都市化や森林限界等の影響によって植生密度が影響を受けてい

ると考えられる。次に、地上観測と衛星観測、モデルを組み合わせて2003年冷夏の解析を行った。

地上観測グループの結果では、複数の地上観測サイトで、2003年7月に日射量とGPPの減尐傾向が観

測された。この結果を衛星観測データやBEAMSのモデル推定結果と比較するため、例年７月と2003

年7月との偏差を空間分布で推定した。まず、衛星観測データMODISから得られた日射量データで

は、日本の東北地方から九州や韓国南部にかかる梅雤前線に沿った日射量の減尐分布を示した。ま

た、日射量に対応してBEAMSから推定されたGPPも減尐分布のパターンが確認できた。つまり、地

上観測結果を裏付けるような衛星観測・モデル結果が得られたことから、2003年冷夏時には梅雤前

線の停滞によって日射量が減尐し、植生活動が例年と比べて著しく抑制されたことで、結果として

植生の炭素吸収量が減尐したことがわかった。  

 詳細な炭素フラックス観測のデータを広域化、また予測化するためには、観測サイトの代表性の

検討や植生動態をもたらす個体群過程のモデル化が必要である。そのために、既存の長期観測プロ

ットデータを集積・整理できたことは意義深い。我々が始めて予測した、温暖化に伴う森林植生帯

境界移動の遅れは、今後、改訂されたDGVMによって反映・確認されていくことになる。  

 要因分析を受けて開発した土地利用モデルにより、人為的な土地利用変化にともに生態系の変化

により数Gt C yr -1の排出が今後も増加し、特に熱帯地域からCO2排出が顕著であることが分かった。

これにより、熱帯地域のバイオマス推定や土壌中炭素蓄積量の現状把握やフラックス把握が、今後

の温暖化に影響予測に大きく貢献すると考えられる。本研究で用いたモデルでは、全球のデータを

用いているが、各国の統計データから得られた農地の面積とMODIS全球データセットで得られた農

地との間には、国によっては大きな隔たりが見られた。今後は、統計データと人工衛星等を用いた

土地被覆データとの整合性について検討する必要がある。  

 

テーマⅣ プロジェクトの統合的推進と情報の共有  

 5年間のプロジェクトで集積したデータをデータベース化し、テーマを越えた研究者間で情報を

共有するシステムを用い、システムアプローチによる東アジア地域の炭素動態の把握を行った。こ

れによって、地点観測の情報と、そのサイト間比較により得られた知見を陸域生態系モデルに反映

し、モデル自体の高精度化が実現された。加えて、リモートセンシンググループによって新たに作

成された土地被覆、PARの高精度な情報を入力することで、過去に類例を見ない時空間精度での炭

素動態の把握が可能となった。その結果、東アジア地域の生態系によるCO2の吸収は、化石燃料起

源のCO2排出の11%に上ることが分かった。しかし、その推定精度は必ずしも十分では無く、伐採

や森林火災等の攪乱情報の有無は、結果に大きく影響を与えることが、プロジェクト内の検証で判

明した。  

 今後は、伐採や火災等の攪乱に関する過去の発生状況の情報や、その発生頻度の予測が重要とな

ってくると同時に、攪乱を受けた生態系の応答に関する知見を集積することが重要と考えられる。  

 また、5年間にわたる戦略研究を統合的に締めくくるために、最終年度に立ち上げた統合解析サ

ブグループが中心となって企画した、ワークショップ「システムアプローチで見えてきた東アジア

陸域生態系の炭素動態」を2006年10月に早稲田大学・国際会議場で開催した。このワークショップ

には100名を超える参加者があり、大きな成果を挙げることが出来た。この統合解析が成功した陰

には、本プロジェクト発足以来、周到に準備を進め、多大の労力を費やして構築してきた研究成果

データベースシステムの寄与も大きな役割を果たした。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

モンスーン気候が支配し、熱帯から亜寒帯域に広がる多様な気候条件を含む東アジア地域を対象
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として、北方針葉樹林から熱帯多雤林に至るまでの森林生態系、さらには青海・チベット高原や水

田生態系などの特徴的な陸域生態系の炭素動態の実態と特性を微気象学的手法と生態学的手法、さ

らには衛星リモートセンシングや精密モデル開発を駆使して、統合的にかなりの程度明らかにする

ことが出来た。ここで得られた知見や開発された手法は、今後さらに世界各地で同様の研究が展開

される際の基準として、大いに活用されるものと思われる。  

（２）地球環境政策への貢献  

 研究対象とした東アジア地域は、世界でも最も人口密度が高く、人間活動が活発な地域である。

この地域からの人為起源のCO 2放出が今後加速されることが予測される中で、今回得られた科学的

知見はこの地域の森林生態系を中心とした陸域生態系のCO 2のシンク機能に基づいた管理・保全策

を立案する上での基礎資料として活用されるであろう。  
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